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記
入
用
紙

　　
　　 記入不要 特定役員退職手当等を受けとられた方のみ記入いただく欄 短期退職手当等を受けとられた方のみ記入いただく欄

① ③ 年 月 日 年

・ ・

年 月 日

② ・ ・

自 年 月 日

至 年 月 日

④ 年 月 日 ⑤ 自 年 月 日

年 月 日

自 年 月 日
年 月 日 年 月 日

自 年 月 日
年 月 日

自 年 月 日 自 年 月 日
年 月 日

至 年 月 日 自 年 月 日
年 月 日

自 年 月 日 自 年 月 日

年 月 日

至 年 月 日 自 年 月 日

年 月 日

⑥ 年 月 日 ⑦ 自 年 月 日

年 月 日

自 年 月 日
年 月 日 年 月 日

自 年 月 日
年 月 日

自 年 月 日 自 年 月 日
年 月 日

至 年 月 日 自 年 月 日
年 月 日

自 年 月 日 自 年 月 日

年 月 日

至 年 月 日 自 年 月 日

年 月 日

⑧ 年 月 日 ⑨ 自 年 月 日

年 月 日

自 年 月 日
年 月 日 年 月 日

自 年 月 日

年 月 日

⑩ 年 月 日 ⑪ 自 年 月 日

年 月 日

自 年 月 日
年 月 日 年 月 日

自 年 月 日

年 月 日

⑫ 年 月 日 ⑭ 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日

⑬ 年 月 日 ⑮ 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日

年 月 日 円 円 円 円 年 月 日

年 月 日 円 円 円 円 年 月 日

年 月 日 円 円 円 円 年 月 日
・ ・ ・ ・
年 月 日 円 円 円 円 年 月 日
・ ・ ・ ・

※「申告書の書き方」「注意事項」は裏面をご覧ください。 32004⑪

確定拠出年金用

年 月 日

年分 退職所得の受給に関する申告書 兼 退職所得申告書税務署長
市町村長

殿

資

産

の

支

払

者

の

確

定

拠

出

年

金

所在地
（住所）

〒

あ

な

た

の

現住所
〒

氏名

名称
（氏名）

個人番号

法人番号
そ の 年 1 月 1 日
現 在 の 住 所

〒

Ａ

このＡ欄には、すべての人が、記載してください。（あなたが、前に退職手当等の支払を受けたことがない場合には、
下のＢ欄以下の各欄には記載する必要がありません。）

支　　　払　　　日 確定拠出年金資産（移行した
資産分含む）のもととなる勤続
期間（確定拠出年金掛金の
拠出期間）（１年未満切上げ）

自
確定拠出年金資産を受け取る
こととなった年月日

（ 年 月 日 ）
至

一般
・

障害

年

至

生活
扶助

の 有 ・ 無退職時の取扱い区分
等

うち　短期勤続期間

うち一般勤続期間
との重複勤続期間

年

Ｂ

あなたが本年中に他にも退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このＢ欄に記載してください。

自
③と④の通算勤続期間
（１年未満切上げ）

年

本年中に支払を受けた他の退職
手当等についての勤続期間

至

うち特定役員等勤続期間
至

至

うち特定役員等勤続期間 年 うち短期勤続期間
との重複勤続期間

年
至

うち全重複勤続期間

年

至

年
至

年

至
うち一般勤続期間
との重複勤続期間

うち短期勤続期間
年

うち短期勤続期間

自
③、④及び⑥の通算勤続
期間（１年未満切上げ）

年

本年中に支払を受けた他の退職
手当等についての勤続期間

至

至
至

うち一般勤続期間
との重複勤続期間

年
至

うち特定役員等勤続期間 年 うち短期勤続期間
との重複勤続期間

年
至

うち全重複勤続期間 年

うち短期勤続期間
年

うち短期勤続期間
年

至

うち一般勤続期間
との重複勤続期間

年
至

Ｃ

あなたが前年以前19年内に退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このＣ欄に記載してください。

自

③、⑤又は⑦の勤続期間のうち、
⑧の勤続期間と重複している期間
（１年未満切捨て）

年

前年以前19年内の退職手当等
についての勤続期間

至

㋑ うち特定役員等勤続期間
との重複勤続期間

年

至

至
㋺ うち短期勤続期間との

重複勤続期間
年

至

自

③、⑤又は⑦の勤続期間のうち、
⑩の勤続期間と重複している期間
（１年未満切捨て）

年

年

前年以前19年内の退職手当等
についての勤続期間

至

至

至

Ｄ

Ｂの退職手当等についての勤続期間のうちに、前に支払を受けた退職手当等についての勤続期間の全部又は一部が通算されている場合には、その通算された勤続
期間等について、このＤ欄に記載してください。

Ｂの退職手当等についての勤続期
間（④）に通算された前の退職手当
等についての勤続期間

自 ⑤又は⑦の勤続期間のうち、⑫又は⑬
の勤続期間だけからなる部分の期間
（１年未満切捨て）

自

至 至

うち特定役員等勤続期間 自 ㋩　うち特定役員等勤続期間 自
至 至

年

うち短期勤続期間 自 ㊁　うち短期勤続期間 自
至 至

Ｂの退職手当等についての勤続期
間（⑥）に通算された前の退職手当
等についての勤続期間 至 至

自 ⑨又は⑪と⑭の通算期間（１年未
満切捨て）

自

うち特定役員等勤続期間 自 ㋭　うち㋑と㋩の通算期間 自
至 至

年
うち短期勤続期間 自 ㋬　うち㋺と㊁の通算期間 自

Ｃの退職手当等
について

Ｅ

Ｂ又はＣの退職手当等がある場合には、このＥ欄にも記載してください。

区分
退職手当等の支払を

受けることとなった年月日
収入金額

源泉
徴収税額

特別徴収税額
支払を受けた年月日

退職の
区分

支払者の所在地
（住所）・名称（氏名）市町村民税 道府県民税

Ｂの退
職手当
等につ
いて

一般
特定
短期

一般
障害・ ・

一般
特定
短期 ・

一般
障害

一般
障害

至

うち特定役員等勤続期間 年

年

㋑ うち特定役員等勤続期間
との重複勤続期間

年 年

㋺ うち短期勤続期間との
重複勤続期間 至

年

年 年

年 年

年 年

年

・ ・

至 至

・ ・
一般
障害・

（
切
り
取
り
線
）

全受取共通で提出

退職所得の受給に関する申告についての注意事項 マイナンバー関係書類 貼付台紙

※マイナンバーカード（個人番号カード）をお持ちでない方は裏面へ

DCの老齢一時金受取年と同年および前年以前19年以内に他の退職所得を
受け取っている場合には、必ず「退職所得の源泉徴収票・特別徴収票」（以下
源泉徴収票）を添付する必要があります。
なぜなら、退職所得の税計算のために、既に使用した退職所得控除額を考慮
して今回使用できる退職所得控除額を決定するためです。お客様がこれま
で受け取られた退職金等の課税状況を確認し、適切な税務申告をするため
に源泉徴収票も必ず提出いただく必要がありますので、ご退職時に受取った
源泉徴収票は無くさないよう大切に保管をお願いします。

まずはじめに

Q 源泉徴収票の提出が漏れてしまったらどうな
りますか？

退職所得の税計算において、過去に受け取っ
ている退職所得で使用された控除額が考慮
されません。後日、提出が漏れたことが発覚
した場合、納税額の補正の際に追納分が発
生した場合はお客様のご負担になります。

裁定請求書に本年および前年以前19年以内の源泉徴収票と「退職所得の受給に関する申告書」の両方
を提出していただく必要があります。

A
Q 源泉徴収票が複数ありますが、すべて添付

する必要がありますか？

本年および前年以前19年以内に他の退職
所得を複数受け取っている場合、それらす
べての退職所得控除額を考慮して税計算
しなくてはならないため、すべての源泉徴
収票を添付する必要があります。

A

Q 源泉徴収票を失くしてしまいました。

再発行の手続きが必要になりますので、以前お勤めされていた会社担当者へご連絡をお願いいた
します。
※やむを得ず再発行ができない場合（以前お勤めされていた会社の消滅等）には、三井住友信託確定拠出年金
コールサービスまでご連絡ください。 【0120-99-4143】

A

申告書と源泉徴収票、
両方提出が必要です！

※顔写真のない緑色のカードはマイナンバーカードではありませんのでご注意ください！

※コピーは白黒でも問題ありません。
マイナンバーカードの表面及び裏面のコピーをこの台紙に貼ってください。

マイナンバー（個人番号）
カード表面のコピーを貼ってください

マイナンバー（個人番号）
カード裏面のコピーを貼ってください

<マイナンバー（個人番号）カード表面＞ <マイナンバー（個人番号）カード裏面＞

糊付けはこの下の枠内にお願い致します

のりしろ のりしろ

マイナンバーカード（個人番号カード）をお持ちの方

MY11122202



（
切
り
取
り
線
）

マイナンバーカードをお持ちでない方

※ご注意！  原本をご提出の際は、台紙には貼り付けせずにそのままご提出願います

通知カードは令和2年5月25日に廃止されました。 廃止後は記載事項に変更がある場合は確認書類として使用
できません。 裏面に変更後の内容が記載されている場合は使用できます。

カード表面のコピーを貼ってください

① 番 号 確 認 書 類
下記のうちいずれか一つ

《本人のマイナンバーを確認できる書類》
●記載されている氏名・住所に
　変更のない通知カードの
表裏（コピー）
●住民票の写し（マイナンバー記載がある原本
で発行から６か月以内のもの）
●住民票記載事項証明書（マイナンバーの記載
　がある原本に限ります。）

糊付けはこの下の枠内にお願い致します

氏名・住所に変更のない
通知カードの表（コピー）

のりしろ

氏名・住所に変更のない
通知カードの裏（コピー）

のりしろ

パスポートまたは在留カードのコピー
の　り　し　ろ

カード裏面のコピーを貼ってください

表面のコピーを貼ってください

運転免許証の表（コピー）
のりしろ

運転免許証の裏（コピー）
のりしろ

裏面のコピーを貼ってください

「①番号確認書類」と「②身元確認書類」のコピーまたは原本をそれぞれご提出下さい。

《記載したマイナンバーの持ち主で
     あることを確認できる書類のコピー》
●運転免許証の表裏（コピー）（有効期限内）
●パスポート（コピー）（有効期限内）
　所持人記入欄の現住所記入が必要です
●在留カード（コピー）（有効期限内）
※上記書類がない場合は、コールサービス
   （0120-99-4143）へお問い合わせ下さい

① 番 号 確 認 書 類

② 身 元 確 認 書 類
下記のうちいずれか一つ

② 身 元 確 認 書 類

住民票や住民票記載事項証明書は原本での提出
のため糊付けせずにそのままご提出ください

源泉徴収票 1枚目

源泉徴収票 2枚目

退職所得の源泉徴収票・特別徴収票 貼付台紙
全額を一時金 または 年金・一時金併給 受取の際に提出

本年および前年以前19年以内に受取った「退職所得の源泉徴収票・特別徴収票」の
コピーを貼付して下さい。（勤務先の退職金や企業年金制度からの一時金の受取り
があった場合が該当します。）
※源泉徴収票が5枚以上あり、台紙に貼りきれない場合はそのコピーをそのままご提出下さい。

支払金額が2段目に記載されている源泉徴収票のみをお持ちの場合、その他に同じ
課税年分※で1段目に金額が記された他の源泉徴収票が発行されているはずです。
必要な枚数を揃えてご提出下さい。
※上記見本の「20XX年」が課税年となります。

退職所得の源泉徴収票・特別徴収票 貼付台紙
本年および前年以前14年以内に受取った「退職所得の源泉徴収票・特別徴収票」のコピーを貼付し
て下さい。（勤務先の退職金や企業年金制度からの一時金の受取りがあった場合が該当します。）
※源泉徴収票が5枚以上あり、台紙に貼りきれない場合はそのコピーをそのままご提出下さい。

源泉徴収票 1枚目

20XX 年分 退職所得の源泉徴収票・特別徴収票
支払を

受ける者

住所又は居所 東京都千代田区丸の内×-×-×

20XX年1月1日の住所 同上

氏名 山田 太郎

区分 支払金額 源泉徴収税額
特別徴収税額

市町村民税 道府県民税

所得税法第201 条第１項第１号並びに
地方税法第50 条の６第１項第１号及
び第328 条の６第１項第１号適用分

所得税法第201 条第１項第２号並びに
地方税法第50 条の６第１項第２号及
び第328 条の６第１項第２号適用分

8,000,000 円 0円 0円 0円

所得税法第201 条第３項並びに地方税
法第50 条の６第２項及び第328 条の６

第２項適用分

退職所得控除額 勤続年数 就職年月日 退職年月日

2340万円 42 年 1978年 4月 1日 2019 年6 月30 日

（摘要）

支 払 者

住所（居所）又は所在地 豊中市新千里西町１丁目１番３号

氏名又は名称
○○企業年金基金
受託者 三井住友信託銀行株式会社 （電話）06-1234-1234

20XX 年分 退職所得の源泉徴収票・特別徴収票
支払を

受ける者

住所又は居所 東京都千代田区丸の内×-×-×

20XX年1月1日の住所 同上

氏名 山田 太郎

区分 支払金額 源泉徴収税額
特別徴収税額

市町村民税 道府県民税

所得税法第201 条第１項第１号並びに
地方税法第50 条の６第１項第１号及
び第328 条の６第１項第１号適用分

5,000,000 円 0円 0円 0円

所得税法第201 条第１項第２号並びに
地方税法第50 条の６第１項第２号及
び第328 条の６第１項第２号適用分

所得税法第201 条第３項並びに地方税
法第50 条の６第２項及び第328 条の６

第２項適用分

退職所得控除額 勤続年数 就職年月日 退職年月日

2340万円 42 年 1978 年 4月 1日 2019 年6 月30 日

（摘要）

支 払 者

住所（居所）又は所在地 東京都千代田区丸の内×-×-×

氏名又は名称
○○ 株式会社

（電話）03-1234-1234

源泉徴収票 2枚目

のりしろ

のりしろ

支払金額が2段目に記載されている源泉徴収票のみをお持ちの場合、その他に同じ課税年
分で1段目に金額が 記された他の源泉徴収票が発行されているはずです。必要な枚数を
揃えてご提出下さい。

退職所得の源泉徴収票・特別徴収票 貼付台紙
本年および前年以前14年以内に受取った「退職所得の源泉徴収票・特別徴収票」のコピーを貼付し
て下さい。（勤務先の退職金や企業年金制度からの一時金の受取りがあった場合が該当します。）
※源泉徴収票が5枚以上あり、台紙に貼りきれない場合はそのコピーをそのままご提出下さい。

源泉徴収票 1枚目

20XX 年分 退職所得の源泉徴収票・特別徴収票
支払を

受ける者

住所又は居所 東京都千代田区丸の内×-×-×

20XX年1月1日の住所 同上

氏名 山田 太郎

区分 支払金額 源泉徴収税額
特別徴収税額

市町村民税 道府県民税

所得税法第201 条第１項第１号並びに
地方税法第50 条の６第１項第１号及
び第328 条の６第１項第１号適用分

所得税法第201 条第１項第２号並びに
地方税法第50 条の６第１項第２号及
び第328 条の６第１項第２号適用分

8,000,000 円 0円 0円 0円

所得税法第201 条第３項並びに地方税
法第50 条の６第２項及び第328 条の６

第２項適用分

退職所得控除額 勤続年数 就職年月日 退職年月日

2340万円 42 年 1978年 4月 1日 2019 年6 月30 日

（摘要）

支 払 者

住所（居所）又は所在地 豊中市新千里西町１丁目１番３号

氏名又は名称
○○企業年金基金
受託者 三井住友信託銀行株式会社 （電話）06-1234-1234

20XX 年分 退職所得の源泉徴収票・特別徴収票
支払を

受ける者

住所又は居所 東京都千代田区丸の内×-×-×

20XX年1月1日の住所 同上

氏名 山田 太郎

区分 支払金額 源泉徴収税額
特別徴収税額

市町村民税 道府県民税

所得税法第201 条第１項第１号並びに
地方税法第50 条の６第１項第１号及
び第328 条の６第１項第１号適用分

5,000,000 円 0円 0円 0円

所得税法第201 条第１項第２号並びに
地方税法第50 条の６第１項第２号及
び第328 条の６第１項第２号適用分

所得税法第201 条第３項並びに地方税
法第50 条の６第２項及び第328 条の６

第２項適用分

退職所得控除額 勤続年数 就職年月日 退職年月日

2340万円 42 年 1978 年 4月 1日 2019 年6 月30 日

（摘要）

支 払 者

住所（居所）又は所在地 東京都千代田区丸の内×-×-×

氏名又は名称
○○ 株式会社

（電話）03-1234-1234

源泉徴収票 2枚目

のりしろ

のりしろ

支払金額が2段目に記載されている源泉徴収票のみをお持ちの場合、その他に同じ課税年
分で1段目に金額が 記された他の源泉徴収票が発行されているはずです。必要な枚数を
揃えてご提出下さい。

のりしろ

のりしろ

20XX  年分

20XX  年分

32TTT72202


